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(57)【要約】
【課題】太陽光発電システムにおいて、採算性に優れた
融雪指示を行う。
【解決手段】採算判定部（８３４）は、前記雪を融雪し
た場合に前記太陽光発電モジュールが発電する第１予測
発電量と、前記雪を融雪しなかった場合に前記太陽光発
電モジュールが発電する第２予測発電量との差分に対応
する発電量増加額が、予測融雪費より高い場合に、前記
融雪装置に対して太陽光発電装置（１０）の太陽光発電
モジュール（１３）に積もった雪の融雪を指示する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　太陽光発電モジュールの受光面に積もった雪の融雪に少なくとも電力を用いる融雪装置
を制御する制御装置であって、
　前記融雪装置が前記雪を融雪するための予測融雪費を算出し、
　前記太陽光発電モジュールの発電効率に影響を与える環境条件の変動を示す予測情報を
取得し、前記予測情報に基づいて前記雪を融雪した場合に前記太陽光発電モジュールが発
電する第１予測発電量、および前記雪を融雪しなかった場合に前記太陽光発電モジュール
が発電する第２予測発電量を算出し、
　前記第１予測発電量と前記第２予測発電量との差分に対応する発電量増加額が前記予測
融雪費より高い場合に、前記雪の融雪を指示する
ことを特徴とする制御装置。
【請求項２】
　前記太陽光発電モジュールの受光面に積もった雪の積雪量に関する積雪量情報を取得し
、
　前記積雪量の雪を融雪するための融雪所要時間を算出し、
　算出した前記融雪所要時間に、前記融雪装置が単位時間に消費する費用を乗算すること
により前記予測融雪費を算出する
ことを特徴とする請求項１に記載の制御装置。
【請求項３】
　前記予測情報が今後の降雪を示している場合、前記融雪装置を用いた融雪が完了してか
ら前記降雪が予測される時点までに見込まれる日射量の積算値を示す第１予測日射量を算
出し、
　前記太陽光発電モジュールが前記第１予測日射量を受光した場合に発電する電力量を第
１予測発電量として算出する、
ことを特徴とする請求項１または２に記載の制御装置。
【請求項４】
　前記予測情報が今後の降雪を示している場合、前記融雪装置を用いることなく融雪した
後に前記降雪が予測される時点までに見込まれる日射量の積算値を示す第２予測日射量を
算出し、
　前記太陽光発電モジュールが前記第２予測日射量を受光した場合に発電する電力量を第
２予測発電量として算出する、
ことを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の制御装置。
【請求項５】
　前記太陽光発電モジュールの受光面に積もった雪の融雪に電力を用いる融雪装置、およ
び請求項１～４のいずれか１項に記載の制御装置、を含む
ことを特徴とする太陽光発電システム。
【請求項６】
　太陽光発電モジュールの受光面に積もった雪の融雪に少なくとも電力を用いる融雪装置
の制御方法であって、
　前記太陽光発電モジュールの発電効率に影響を与える環境条件の変動を示す予測情報を
取得し、
　前記雪を融雪するための予測融雪費を算出し、
　前記予測情報に基づいて前記雪を融雪した場合に前記太陽光発電モジュールが発電する
第１予測発電量、および前記雪を融雪しなかった場合に前記太陽光発電モジュールが発電
する第２予測発電量を算出し、
　前記第１予測発電量と前記第２予測発電量との差分に対応する発電量増加額が前記予測
融雪費より高い場合に、前記雪の融雪を指示するようにした
ことを特徴とする融雪装置の制御方法。
【請求項７】
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　請求項６に記載の融雪装置の制御方法をコンピュータに実行させるための制御プログラ
ム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、太陽光発電装置を含む太陽光発電システムに関し、特に太陽光発電モジュー
ル上に積もった雪などを融雪する融雪制御装置および該融雪制御装置を備えた太陽光発電
システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　資源の節約および環境保全への配慮から、太陽光、風力、地熱、バイオマスなどの、自
然エネルギーおよび再生可能なエネルギーを利用した発電の重要性が指摘されている。ま
た、自然エネルギーおよび再生可能なエネルギーから発電された電力を電力事業者が買い
取る制度が実施されたことにより、特に、太陽光発電の一般家庭や産業用施設などへの普
及が進んでいる。
【０００３】
　太陽光発電モジュールによって発電された電力をインバータを介して電力会社などの電
力系統と連系し、太陽光発電モジュールによって発電された電力を優先的に使用機器の電
力に供給したり、余った電力を電力系統側に逆潮流（売電）したり、太陽光発電モジュー
ルによって発電された電力のみでは賄えなかった電力不足分を電力系統側から供給（買電
）したりするように構成した太陽光発電装置が開発されている。このような電力管理およ
び電力制御をより効果的なものにするためのシステムとして、ＨＥＭＳ（Home Energy Ma
nagement System、家庭内電力管理システム）の実用化が進んでいる。
【０００４】
　太陽光発電装置は、太陽光の光エネルギーを太陽光発電モジュールが備える太陽電池セ
ルにより電気エネルギーに変換することにより発電を行うが、太陽光発電モジュールの受
光面に雪が積もると太陽光が遮られて発電効率が低下する。太陽光発電モジュールの受光
面に雪が積もって発電効率が低下しないようにするための、さまざまな積雪対策が知られ
ている。
【０００５】
　特許文献１には、太陽光発電において、太陽光発電モジュールに積もる雪を、安価なコ
ストで融かして太陽光を受光できるようにする積雪防止方法などが開示されている。この
方法では、夜間電力を利用する交流を所要電圧に落として太陽電池回路に印加し、太陽光
発電モジュールに順方向の逆バイアス電流を通電することにより、内部抵抗による太陽光
発電モジュールの温度上昇を促し、太陽光発電モジュール上の雪や氷を融かす。夜間電力
を利用することにより、安価なコストでの融雪を実現している。
【０００６】
　なお、太陽光発電モジュールの発電量を向上させるための処理に費やすコストに関して
は、発電量の向上分に見合わないコストをかけないようにすることが重要である。例えば
、特許文献２には、流体部が流体を流して太陽光発電モジュールを冷却した場合の発電の
増加額を予測計算し、流体を流すための動力費と流体代の合計の流体費用を予測計算し、
発電の増加額が流体費よりも低いときは流出部の流出を止めさせる制御部を備える流体制
御システムが開示されている。太陽光発電モジュールの発電効率は、太陽光発電モジュー
ルの温度が上昇すると低下する。それゆえ、太陽光発電モジュールを冷却することで、発
電効率を改善させることができる。特許文献２の流体制御システムは、太陽光発電モジュ
ールの発電量を向上させる目的で流体を流した時に、流体費の方が高くなり、かえって損
をしてしまう、というトラブルを回避することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
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【特許文献１】特開２０００－２１４９４０号公報（２０００年　８月　４日公開）
【特許文献２】特開２０１３－２０６９９８号公報（２０１３年１０月　７日公開）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、上述のような従来技術は、融雪による発電量の増加分を融雪開始前に適
切に見積もり、採算性に優れた融雪指示を行うことができないという問題がある。
【０００９】
　特許文献１では、電力料金が安い夜間に太陽光発電モジュールの温度上昇を促し、太陽
光発電モジュール上の雪や氷を安価なコストで融雪することができるものの、その翌日の
日照時間および降雪状況などによっては、太陽光発電モジュール上の雪や氷を融雪しても
、該融雪による発電量の向上分が小さく、かえって損をしてしまう可能性がある。
【００１０】
　また、特許文献２では、太陽光発電モジュールに流体を流すための動力費と流体代の合
計の流体費用を予測計算し、太陽光発電モジュールの冷却によって得られる発電の増加額
が流体費よりも低いときは流出部の流出を止めさせることができるものの、現在の温度や
照度の検出結果をもとに流体費用や発電の増加額を計算しているため、特許文献１のよう
に日照のない夜間に融雪をおこなうシステムの融雪による発電量の増加分を融雪開始前に
適切に見積もることはできない。
【００１１】
　本発明は、前記の問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、太陽光発電モジュ
ールに積もった雪を融雪した場合に得られる発電量の増加分を適切に見積もり、採算性に
優れた融雪指示を行うことができる、融雪装置の制御装置およびその制御方法、太陽光発
電システムなどを実現することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記の課題を解決するために、本発明の一態様に係る融雪装置の制御装置は、太陽光発
電モジュールの受光面に積もった雪の融雪に少なくとも電力を用いる融雪装置の制御装置
であって、前記融雪装置が前記雪を融雪するための予測融雪費を算出し、前記太陽光発電
モジュールの発電効率に影響を与える環境条件の変動を示す予測情報を取得し、前記予測
情報に基づいて前記雪を融雪した場合に前記太陽光発電モジュールが発電する第１予測発
電量、および前記雪を融雪しなかった場合に前記太陽光発電モジュールが発電する第２予
測発電量を算出し、前記第１予測発電量と前記第２予測発電量との差分に対応する発電量
増加額が前記予測融雪費より高い場合に、前記雪の融雪を指示する。
【００１３】
　また、上記の課題を解決するために、本発明の一態様に係る融雪装置の制御装置の制御
方法は、太陽光発電モジュールの受光面に積もった雪の融雪に少なくとも電力を用いる融
雪装置の制御方法であって、前記太陽光発電モジュールの発電効率に影響を与える環境条
件の変動を示す予測情報を取得し、前記雪を融雪するための予測融雪費を算出し、前記予
測情報に基づいて前記雪を融雪した場合に前記太陽光発電モジュールが発電する第１予測
発電量、および前記雪を融雪しなかった場合に前記太陽光発電モジュールが発電する第２
予測発電量を算出し、前記第１予測発電量と前記第２予測発電量との差分に対応する発電
量増加額が前記予測融雪費より高い場合に、前記雪の融雪を指示するようにしたことを特
徴としている。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の一態様によれば、太陽光発電モジュールに積もった雪を融雪した場合に得られ
る発電量の増加分を適切に見積もり、採算性に優れた融雪指示を行うことができる、とい
う効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
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【００１５】
【図１】本発明の一実施形態における太陽光発電システムにおいて、ＨＥＭＳコントロー
ラの各機能的な構成を示すブロック図である。
【図２】上記太陽光発電システムの全体的な構成を示すブロック図である。
【図３】ＨＥＭＳコントローラが融雪の採算性を判断する例を説明するための概念図であ
る。
【図４】積雪量と通電必要時間との対応関係を規定するルックアップテーブルの例を示す
図である。
【図５】予測融雪費と経済効果額とを比較して、融雪を指示するか否かを判定する処理の
流れを示すフローチャートである。
【図６】予測融雪費を算出する処理の一例を示すフローチャートである。
【図７】予測融雪費を算出する別の処理の一例を示すフローチャートである。
【図８】発電量増加分を算出する処理の一例を示すフローチャートである。
【図９】発電量増加分を算出する別の処理の一例を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　〔実施形態１〕
　以下、本発明の実施の形態について、詳細に説明する。
【００１７】
　（太陽光発電システム１の構成）
　図２を参照して、本発明の一実施形態における太陽光発電システムの構成について説明
する。図２は、本発明の一実施形態における太陽光発電システムの全体的な構成を示すブ
ロック図である。図２に示すように、太陽光発電システム１は、太陽光発電装置１０、モ
ニタリングサーバ２０、電気事業者サーバ３０、インターネット４０、ルータ５０、ＨＥ
ＭＳコントローラ８０（融雪装置の制御装置）、および融雪装置８５を備えている。
【００１８】
　融雪装置８５は、太陽光発電装置１０の太陽光発電モジュール１３の受光面に積もった
雪を融雪する機能を有する装置である。融雪装置８５は、これに限定されるものではない
が、例えば、
（１）太陽光発電モジュール１３の受光面の温度を昇温する、
（２）太陽光発電モジュール１３の受光面の表面に流体（例えば、水または温水など）を
流す、
（３）太陽光発電モジュール１３の受光面から氷および雪に対して送風する、
（４）太陽光発電モジュール１３の受光面に沿って除雪部材（板状、棒状、もしくは刷毛
など）を動かす、
ことにより、太陽光発電モジュール１３の該受光面に積もっている氷および雪などを融か
したり、剥離させたりする。なお、融雪装置８５は、（１）～（４）のいずれか１つを実
行するものであってもよいし、（１）～（４）のうちの複数を実行するものであってもよ
い。融雪装置８５は、上記（１）～（４）などを実行するために、少なくとも電力を用い
る。
【００１９】
　なお、以下では、実際に融雪装置８５を起動させる前に、太陽光発電モジュール１３の
受光面に積もった雪を融雪したり、剥離させたりするために要する電力などを見積もって
算出された融雪費用を「予測融雪費」（あるいは、単に「融雪費用」）と呼称する。これ
に対し、融雪装置８５を起動させて、実際に太陽光発電モジュール１３の受光面に積もっ
た雪を融雪したり、剥離させたりした場合に要した融雪費用は、「実融雪費用」と呼称し
て区別する。
【００２０】
　後述のように、融雪装置８５が、太陽光発電モジュール１３の受光面の上に積もった雪
の積雪量を測定して積雪量情報を出力する積雪量測定装置（図示せず）や太陽光発電モジ
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ュール１３の受光面の状態を撮像するカメラ（図示せず）などを備えていてもよい。この
場合、融雪装置８５は、太陽光発電モジュール１３の受光面に積もった雪の積雪量を直接
的に計測し、積雪量に関する積雪量情報を自装置が取得する。すなわち融雪装置８５自身
が積雪量を直接測定することにより、融雪装置８５は、積雪量に関する積雪量情報を取得
する。
【００２１】
　なお、積雪量測定装置は、積もった雪の厚さを計測することができる任意かつ公知の原
理や技術を利用したものであってよい。任意かつ公知の原理としては、これに限定される
ものではないが、温度または圧力を測定するセンサを用いることなどが挙げられる。例え
ば、太陽光発電モジュール１３の受光面に圧力センサを設け、積雪量に応じた圧力変化を
測定することにより、積雪量を測定してもよい。また、カメラを利用した積雪量の計測は
、例えば、太陽光発電モジュール１３の受光面に積雪した際に一部が雪に埋まるようにも
のさしを設置し、そのものさしをカメラによって撮像することにより、積雪量を測定して
もよい。
【００２２】
　積雪量測定装置やカメラなどを備えることにより、融雪装置８５は、積雪量や、融雪が
完了した状態（測定した積雪量の値が所定以下、あるいは太陽光発電モジュール１３の受
光面の画像に雪が無い状態、など）を検出することができる。そして、融雪装置８５起動
時の積雪量、融雪前後に撮像された画像（太陽光発電モジュール画像）、実際に融雪を完
了するまでに要した融雪所要時間、そのときの気温および天気などを含む情報などを融雪
実績データとして、電力モニタ１１に出力する構成であってもよい。
【００２３】
　あるいは、融雪装置８５は、自装置とは別体の積雪量測定装置またはカメラなどに対し
て、太陽光発電モジュール１３の受光面に積もった雪の積雪量を測定するように指示し、
該指示を受けた積雪量測定装置またはカメラなどが積雪量を測定する構成であってもよい
。この構成によれば、融雪装置８５自身は積雪量を測定しないが、間接的に積雪量を測定
したことになる。すなわち、融雪装置８５は、積雪量測定装置やカメラなどに対して、測
定指示または測定結果の出力要求を送信することにより、積雪量に関する積雪量情報を取
得することができる。
【００２４】
　（太陽光発電装置１０）
　太陽光発電装置１０は、一例として、電力モニタ１１、パワーコンディショナ１２およ
び太陽光発電モジュール１３を備えている。なお、本実施形態では、太陽光発電装置１０
が一般家庭に設置されている例を挙げて説明するが、太陽光発電装置１０は産業用施設な
どに設置されていてもよい。
【００２５】
　電力モニタ１１は、太陽光発電装置１０の動作を統括的に制御するコントローラの機能
と、ユーザインタフェースの機能とを有している。ユーザインタフェースの機能としては
、例えば、発電電力、売電力、買電力、消費電力などの現在の状態、および消費電力の目
標値に対する使用状況などを表示する表示部としての機能、消費電力の目標値などをユー
ザが設定するための操作入力部としての機能、あるいは、太陽光発電装置１０に発生した
異常をユーザに通知する機能などを含んでいる。
【００２６】
　また、電力モニタ１１は、後述するＨＥＭＳサーバ９０からの融雪指示に従い、該融雪
装置８５を起動させる。また電力モニタ１１は、融雪装置８５から、前述の融雪実績デー
タなどのデータを取得し、これらのデータをＨＥＭＳコントローラ８０に送信する。
【００２７】
　太陽光発電モジュール１３は、複数の太陽電池セルを備えており、太陽電池セルの受光
面に入射した太陽光などの光エネルギーを電気エネルギー（直流電力）へと変換する。
【００２８】
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　パワーコンディショナ１２は、太陽光発電モジュール１３の発電電力が常に最大となる
ように太陽光発電モジュール１３の動作電圧を制御し、太陽光発電モジュール１３が発電
した直流電力を交流電力に変換して、家庭負荷１４および蓄電装置(図示せず)などに供給
する。また、パワーコンディショナ１２は、発電電力から、家庭負荷１４および前記蓄電
装置などに供給する消費電力を差し引いて残る余剰電力を、電力系統６０に逆潮流させる
。
【００２９】
　なお、太陽光発電装置１０のユーザが、専用の携帯端末または汎用の携帯端末を用いて
、電力モニタ１１の上記ユーザインタフェースの機能を利用できるように、後述のルータ
５０を介して上記携帯端末を太陽光発電システム１に接続することもできる。
【００３０】
　モニタリングサーバ２０は、太陽光発電装置１０の保守管理者が保有または管理するサ
ーバである。モニタリングサーバ２０は、太陽光発電装置１０を含む多数の太陽光発電装
置の発電状態に関するデータを、インターネット４０およびルータ５０を介して、各太陽
光発電装置から一定時間ごとに受信し、各太陽光発電装置の状態を診断し、診断結果を各
太陽光発電装置へ送信する。各太陽光発電装置の状態は、各太陽光発電装置の過去の状態
、期待される状態、あるいは、各太陽光発電装置の近隣に設置された他の太陽光発電装置
の状態と比較され、各太陽光発電装置が正常な状態に保たれているかどうかが診断される
。上記保守管理者は、診断結果が異常の発生を示している場合に、発生した異常から考え
られるエラー状態に対応するように、サービスマンを対象の太陽光発電装置の現場へ速や
かに派遣することができる。
【００３１】
　また、モニタリングサーバ２０は、電力モニタ１１から、発電電力、売電力、買電力お
よび消費電力などの現在状態に関するデータ、消費電力の目標値などに関するデータを受
信して、各太陽光発電装置に割り当てた識別情報（発電所ＩＤ）に対応して蓄積すること
もできる。この場合、太陽光発電装置１０側で現在状態等に関するデータの蓄積を省略し
てもよい。さらに、モニタリングサーバ２０は、電力モニタ１１のソフトウェアにアップ
デートの必要があった場合に、電力モニタ１１に対しアップデートを行うこともできる。
【００３２】
　天気情報配信サーバ１００は、太陽光発電装置１０が設置された地域における天候など
の予測情報を配信するサーバである。ここで、予測情報とは、気象に関する各種の予測情
報であってもよく、例えば、
・天気（晴天、曇天、雨天、降雪など）
・上空の雲の量
・日照時間
・気圧
・気温
・降雪量、積雪量
など、太陽光発電モジュール１３の発電効率に影響を与える環境条件の変動を示す予測情
報である。すなわち、このような予測情報には、例えば、太陽光発電モジュール１３の設
置場所の天候の予測情報等が含まれる。
【００３３】
　電気事業者サーバ３０は、電力系統６０に電力を供給する電力事業者が保有または管理
するサーバであり、例えば、電力系統６０側への逆潮流を制限するスケジュール（逆潮流
制限スケジュール）などの情報を管理している。
【００３４】
　ＨＥＭＳサーバ９０は、家庭負荷１４として電力を消費する家電等の宅内機に対する制
御情報（宅内機制御情報）を生成して、後述するＨＥＭＳコントローラ８０に送信する。
また、ＨＥＭＳサーバ９０は、天気情報配信サーバ１００から、太陽光発電装置１０が設
置されている場所を含む地域に関する上記予測情報を取得して、ＨＥＭＳコントローラ８
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０に送信する。
【００３５】
　（ＨＥＭＳコントローラ８０）
　次に、図１を用いて、ＨＥＭＳコントローラ８０の構成例について説明する。図１は、
本発明の一実施形態における太陽光発電システム１において、ＨＥＭＳコントローラ８０
の各機能的な構成を示すブロック図である。
【００３６】
　ＨＥＭＳコントローラ８０は、太陽光発電モジュール１３の受光面に積もった雪の融雪
に電力を用いる融雪装置８５を制御する制御装置としての機能を有する。ＨＥＭＳコント
ローラ８０は、ＨＥＭＳサーバ９０から受信した宅内機制御情報に従い、宅内機への電力
供給を開始（通電）したり、停止したりする。また、ＨＥＭＳコントローラ８０は、融雪
装置８５への電力供給を開始（通電）するように指示する融雪指示を電力モニタ１１に送
信する。ＨＥＭＳコントローラ８０は、通信部８１、メモリ８２、およびコントローラ８
３を備えている。
【００３７】
　通信部８１は、電力モニタ１１と通信し、融雪指示を電力モニタ１１へ送る。通信部８
１は、また、電力モニタ１１が融雪装置８５から取得した、積雪量、太陽光発電モジュー
ル画像、融雪実績データなどのデータを受信する。
【００３８】
　また通信部８１はルータ５０およびインターネット４０を介して、電気事業者サーバ３
０およびＨＥＭＳサーバ９０などと通信し、ＨＥＭＳサーバ９０からは、天候の予測情報
や宅内機制御情報などを受信し、電気事業者サーバ３０からは、電力系統６０側への逆潮
流を制限するスケジュール（逆潮流制限スケジュール）に関する情報などを受信する。Ｈ
ＥＭＳコントローラ８０は、ＨＥＭＳサーバ９０から受信した宅内機制御情報に従い、宅
内機の運転を開始したり、停止したりする。また、ＨＥＭＳコントローラ８０は、電気事
業者サーバ３０から電力系統６０側への逆潮流を制限するスケジュール情報などを取得す
る。
【００３９】
　データ管理部８３１は、通信部８１を介して取得した各種データおよび各種情報をメモ
リ８２に格納する。またデータ管理部８３１は、電力モニタ１１から送信された融雪実績
データなどを取得して、メモリ８２に格納されている過去の融雪実績データに追加したり
更新したりする。また、データ管理部８３１は、通信部８１を介して取得した予測情報お
よび積雪量情報などを融雪費算出部８３２および予測発電量算出部８３３に出力してもよ
い。
【００４０】
　融雪費算出部８３２は、太陽光発電モジュール１３の設置場所の天候などの予測情報を
取得して、積雪を融雪するための予測融雪費を算出する。例えば、融雪費算出部８３２は
、太陽光発電モジュール１３の受光面に積もった雪の積雪量を示す積雪量情報が示す積雪
量の雪を融雪するための融雪所要時間を算出し、算出した融雪所要時間に、融雪装置８５
が単位時間に消費する消費電力費用を乗算することにより予測融雪費を算出してもよい。
あるいは、融雪費算出部８３２は、消費電力費用に限らず、流体を太陽光発電モジュール
１３にまで汲み上げるためのポンプを動かすための電力の電気料金、流体を温めるために
用いる燃料費や電気料金、および流体の費用なども考慮して予測融雪費を算出してもよい
。なお、積雪量情報が示す積雪量の雪を融雪するための融雪所要時間を算出するために参
照される積雪量と通電必要時間との対応関係については後に説明する。
【００４１】
　予測発電量算出部８３３は、天候などに関する予測情報を用いて、太陽光発電モジュー
ル１３の受光面の積雪を融雪した場合に該太陽光発電モジュール１３が発電すると予測さ
れる発電量（第１予測発電量）、および融雪しなかった場合に該太陽光発電モジュール１
３が発電すると予測される発電量（第２予測発電量）を算出する。例えば、予測発電量算
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出部８３３は、天候などに関する予測情報が今後の降雪を示している場合、融雪装置８５
を用いた融雪が完了してから降雪が予測される時点までに見込まれる日射量の積算値を示
す予測日射量（第１予測日射量）を算出し、該太陽光発電モジュール１３がこの予測日射
量を受光した場合に発電する予測電力量（第１予測発電量）を算出する。また、予測発電
量算出部８３３は、融雪装置８５を用いることなく融雪した後に降雪が予測される時点ま
でに見込まれる日射量の積算値を示す予測日射量（第２予測日射量）を算出し、該太陽光
発電モジュール１３がこの予測日射量を受光した場合に発電する予測電力量（第２予測発
電量）を算出する。
【００４２】
　採算判定部８３４は、（１）融雪費算出部８３２が算出した予測融雪費と、（２）予測
発電量算出部８３３が算出した予測電力量とを取得して、太陽光発電モジュール１３に積
もった雪を融雪装置８５によって融雪した場合に発電する予測電力量（すなわち、第１予
測発電量）と、融雪装置８５を用いなかった場合の予測電力量（すなわち、第２予測発電
量）との差分に対応する発電量増加額が予測融雪費より高い場合に、融雪装置８５による
融雪を指示することを決定する。採算判定部８３４は、融雪指示を通信部８１に出力する
。
【００４３】
　ここで、予測融雪費は、融雪装置８５を起動させて融雪を行うために必要な費用（経費
）であり、例えば、融雪装置８５が消費する電力の電気料金であってもよいし、流体を太
陽光発電モジュール１３にまで汲み上げるためのポンプを動かすための電力の電気料金、
流体を温めるために用いる燃料費や電気料金、および流体の費用などをさらに含んでいて
もよい。発電量増加額は、発電量の増加分から見積もることができる経済効果額であり、
発電量の増加分を電力系統からの供給に置き換えた場合の電気料金であってもよいし、発
電量の増加分を電力系統に逆潮流させた場合の電力買い取り価格を考慮した金額であって
もよい。
【００４４】
　上記のように、ＨＥＭＳコントローラ８０は、太陽光発電モジュール１３の受光面に積
もった雪の融雪に少なくとも電力を用いる融雪装置８５を制御する制御装置であって、融
雪装置８５が該雪を融雪するための予測融雪費を算出し、該太陽光発電モジュール１３の
発電効率に影響を与える環境条件の変動を示す予測情報（例えば、太陽光発電モジュール
１３の設置場所の天候の予測情報）を取得して、該太陽光発電モジュール１３の受光面に
積もった雪を融雪した場合に該太陽光発電モジュール１３が発電すると予測される発電量
（第１予測発電量）、および雪を融雪しなかった場合に該太陽光発電モジュール１３が発
電すると予測される発電量（第２予測発電量）を、取得した予測情報に基づいて算出し、
これらの発電量の差分に対応する発電量増加額が予測融雪費より高い場合に、雪の融雪を
指示する。
【００４５】
　（融雪の採算性）
　図３は、ＨＥＭＳコントローラ８０が融雪の採算性を判断する例を説明するための概念
図である。図３の（ａ）は、当日の日中に降雪し、その翌日の天気予測では晴れる場合の
例を示しており、図３の（ｂ）は、当日の日中に降雪し、その翌日の天気予測もまた降雪
である場合の例を示している。
【００４６】
　図３の（ａ）に示す例では、融雪費算出部８３２は、現在の積雪量を取得し、当日の日
没後に融雪装置８５による融雪に要する時間を見積もり、夜間の電気料金などに基づいて
、その予測融雪費（図中の費用α）を算出する。なお、融雪装置８５が、流体を太陽光発
電モジュール１３の受光面に流す構成を備えている場合、風呂の残り湯などを用いること
で、実融雪費における流体費用や流体の加熱に要する費用を節約することもできる。
【００４７】
　図示のように、積雪した当日の翌日は晴れと予測されている場合、積雪した当日の夜間
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に融雪を完了しておけば、翌日の晴れた日に良好な発電を行うことができる。予測発電量
算出部８３３は、当日のうちに融雪を完了した場合に翌日に見込まれる発電量を算出し、
融雪しなかった場合の発電量と比較した発電量増加額（図中の費用β１）を算出する。
【００４８】
　採算判定部８３４は、費用αと費用β１とを比較して、当日に融雪を行うことは採算が
とれていると判定し、融雪装置８５による融雪指示を出力する。
【００４９】
　一方、図３の（ｂ）に示す例では、積雪した当日の翌日も降雪と予測されているため、
積雪した当日の夜間に融雪を完了しても、また翌日の降雪によって太陽光発電モジュール
１３の受光面に積雪する可能性が高い。それゆえ、費用β２は、図３の（ａ）の費用β１
よりも低い。
【００５０】
　採算判定部８３４は、費用αと費用β２とを比較して、当日に融雪を行うことは採算が
とれないと判定し、融雪装置８５による融雪指示を出力しない。
【００５１】
　なお、ここで説明した例では、翌日の天気予測に基づいて採算がとれるか否かを判断し
たが、これに限定されない。例えば、複数日間にわたる予測情報に基づいて、予測融雪費
および予測発電量を算出して、採算を判定する構成であってもよい。あるいは、予測情報
を参照して次の降雪日を確認し、次の降雪までの間の予測融雪費および予測発電量を算出
して、採算を判定する構成であってもよい。
【００５２】
　（積雪量と通電必要時間との対応関係）
　ここでは、融雪費算出部８３２が融雪所要時間を算出するために参照する、積雪量と通
電必要時間との対応関係について、図４を用いて説明する。図４は、積雪量と通電必要時
間との対応関係を規定するルックアップテーブルの例を示す図である。
【００５３】
　なお、積雪量と融雪に要する時間は必ずしも比例しない。太陽光発電モジュール１３は
太陽光を受光するために傾斜を付けて設置されるため、積雪量が一定以上の場合、少ない
融雪時間でも雪の自重によって太陽光発電モジュール１３の受光面上を滑り落ちることが
期待できるからである。このため、積雪量と通電必要時間との対応関係を規定するルック
アップテーブルは、太陽光発電モジュール１３の傾斜角度などの設置条件に応じたもので
あることが望ましい。
【００５４】
　図４の（ａ）は、太陽光発電モジュール１３の受光面に積もった各積雪量の雪を、融雪
装置８５に通電することによって融雪させるために必要な目安の時間の一例を示している
。一方、図４の（ｂ）は、太陽光発電モジュール１３の受光面に積もった各積雪量の雪を
、融雪装置８５から散水することによって融雪させるために必要な目安の時間の一例を示
している。
【００５５】
　融雪費算出部８３２は、メモリ８２に予め格納されている積雪量と通電必要時間との対
応関係を参照して、積雪量情報が示す積雪量の雪を融雪するための融雪所要時間を算出す
る。
【００５６】
　なお、積雪量と通電必要時間との対応関係を、実際に過去に融雪を完了するまでに要し
た融雪所要時間、そのときの天候情報などの「融雪実績データ」をもとに、データ管理部
８３１がメモリ８２に格納されている積雪量と通電必要時間との対応関係を規定するルッ
クアップテーブルにデータを追加したり、ルックアップテーブルのデータを更新したりし
てもよい。
【００５７】
　（融雪指示の出力）
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　続いて、ＨＥＭＳコントローラ８０が、予測融雪費と経済効果額とを比較して、融雪を
指示するか否かを判定する処理の流れの概略について、図５を用いて説明する。図５は、
融雪費用と経済効果額とを比較して、融雪を指示するか否かを判定する処理の流れを示す
フローチャートである。なお、図中の「融雪費用」は予測融雪費を意味している。
【００５８】
　太陽光発電モジュール１３の受光部に雪が積雪した場合、融雪費算出部８３２は、その
積雪量の雪を融雪するために必要な融雪費用を算出する（Ｓ１）。
【００５９】
　次に、予測発電量算出部８３３は、融雪による発電量増加分を算出する（Ｓ２）。
【００６０】
　そして、予測発電量算出部８３３は、発電量増加分から経済効果額を算出する（Ｓ３）
。
【００６１】
　採算判定部８３４は、融雪費用より経済効果額が高い場合（Ｓ４にて「成立」）、融雪
装置（図中では融雪手段）による融雪を指示する（Ｓ５）。一方、融雪費用が経済効果額
以上の場合（Ｓ４にて「不成立」）、融雪を指示しない。
【００６２】
　これにより、融雪費用より高い経済効果額が見込まれるタイミングで、融雪を指示する
ことができる。よって、採算性の向上した融雪指示を行うことができる。
【００６３】
　（融雪費用の算出処理）
　融雪費算出部８３２が、予測融雪費を算出する処理（図５のＳ１）の流れの一例につい
て、図６を用いて説明する。図６は、融雪費用を算出する処理の一例を示すフローチャー
トである。
【００６４】
　融雪費算出部８３２は、太陽光発電モジュール１３の受光面に積もった雪についての積
雪量情報が示す積雪量の雪を融雪するために、融雪装置８５に電力を供給する時間である
通電所要時間を算出する（Ｓ１０１）。
【００６５】
　算出した通電所要時間から、以下の式（１）に従い、融雪費用を算出する。
（融雪費用）＝（通電必要時間）×（融雪電力）×（通電時間帯の電力単価）　式（１）
ここで、「融雪電力」とは、融雪装置８５が動作時に消費する電力である。
【００６６】
　（発電量増加分の算出処理）
　予測発電量算出部８３３が、発電量増加分を算出する処理（図５のＳ２）の流れの一例
について、図８を用いて説明する。図８は、発電量増加分を算出する処理の一例を示すフ
ローチャートである。
【００６７】
　予測発電量算出部８３３は、現在、太陽光発電モジュール１３の受光面に積雪している
か否かを示す積雪量情報を、データ管理部８３１から取得する。積雪している場合（Ｓ２
０１にてＹＥＳ）、次に予測情報を参照して、今後の天気予測が降雪か否かを判定する（
Ｓ２０２）。一方、現在、太陽光発電モジュール１３の受光面に積雪していない場合（Ｓ
２０１にてＮＯ）には、発電量増加分は０（すなわち、融雪による経済効果額は０）とす
る（Ｓ２０５）。
【００６８】
　今後の天気予測が降雪ではない場合（Ｓ２０２にてＮＯ）、予測発電量算出部８３３は
、予測情報に基づいて次に降雪するまでに見込まれる日射量の積算値を計算する（Ｓ２０
３）。また、予測発電量算出部８３３は、以下の式（２）を用いて、発電量増加分を算出
する（Ｓ２０４）。
（発電量増加分）＝（日射量の積算値）×（発電設備容量）×（発電設備のエネルギー変
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換効率）　　式（２）
ここで、「発電設備容量」とは、例えば、太陽光発電装置１０の太陽光発電モジュールの
公称最大出力の合計値であり、「発電設備のエネルギー変換効率」とは、例えば太陽光発
電モジュール１３による光エネルギーから電気エネルギーへの変換効率に、太陽光発電モ
ジュールの温度上昇などに伴う補正係数や、パワーコンディショナの電力変換効率を乗じ
たものである。なお、「発電設備のエネルギー変換効率」は、天候の予測情報(気温、風
速など)に応じて変更してもよい。
【００６９】
　今後の天気予測が降雪である場合（Ｓ２０２にてＹＥＳ）、図示のように、発電量増加
分は０（すなわち、融雪による経済効果額は０）として（Ｓ２０５）、融雪装置による融
雪を行わない。なぜなら、今から融雪しても後に降る雪が太陽光発電モジュール１３の受
光面に積もり、発電量増加分が見込めないからである。
【００７０】
　〔実施形態２〕
　本発明の他の実施形態について、図７に基づいて説明すれば、以下のとおりである。な
お、説明の便宜上、前記実施形態にて説明した処理と同じ処理の工程については、同じ符
号を付記し、その説明を省略する。
【００７１】
　融雪装置８５が、散水によって融雪を行う構成である場合、融雪費算出部８３２は、以
下のようにして、予測融雪費を算出してもよい。図７は、融雪費用を算出する処理の一例
を示すフローチャートである。なお、図中の「融雪費用」は予測融雪費を意味している。
【００７２】
　融雪費算出部８３２は、太陽光発電モジュール１３の受光面に積もった雪についての積
雪量情報が示す積雪量の雪を融雪するために、融雪装置８５に散水する時間である散水必
要時間を算出する（Ｓ１０１ａ）。
【００７３】
　算出した散水必要時間から、以下の式（３）に従い、融雪費用を算出する。
（融雪費用）＝（散水必要時間）×（流量）×（水および温水等の単価）　式（３）
ここで、「水および温水等の単価」には、水道代、水を温めるために要する加熱費用水な
どを太陽光発電モジュール１３に組み上げるためのポンプを駆動させるための費用などが
含まれていてもよい。
【００７４】
　〔実施形態３〕
　本発明の他の実施形態について、図９に基づいて説明すれば、以下のとおりである。な
お、説明の便宜上、前記実施形態にて説明した処理と同じ処理の工程については、同じ符
号を付記し、その説明を省略する。
【００７５】
　予測発電量算出部８３３が、発電量増加分を算出する場合、融雪装置８５を用いずに自
然に融雪する場合の発電量を考慮してもよい。図９は、発電量増加分を算出する処理の一
例を示すフローチャートである。
【００７６】
　予測発電量算出部８３３は、現在、太陽光発電モジュール１３の受光面に積雪している
か否かを示す積雪量情報を、データ管理部８３１から取得する。積雪している場合（Ｓ２
０１にてＹＥＳ）、次に予測情報を参照して、今後の天気予測が降雪か否かを判定する（
Ｓ２０２）。一方、現在、太陽光発電モジュール１３の受光面に積雪していない場合（Ｓ
２０１にてＮＯ）には、発電量増加分は０（すなわち、融雪による経済効果額は０）とす
る（Ｓ２０５）。
【００７７】
　今後の天気予測が降雪ではない場合（Ｓ２０２にてＮＯ）、予測発電量算出部８３３は
、予測情報に基づいて次に降雪するまでに見込まれる日射量の積算値（ａ）（第１予測発
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電量）を計算する（Ｓ２０３ａ）。また、予測発電量算出部８３３は、融雪装置８５を起
動せずに自然融雪した後、次に降雪するまでに見込まれる日射量の積算値（ｂ）（第２予
測発電量）を計算する（Ｓ２０３ｂ）。
【００７８】
　そして、以下の式（４）を用いて、発電量増加分を算出する（Ｓ２０４ａ）。
（発電量増加分）＝｛（日射量の積算値（ａ）－日射量の積算値（ｂ））｝×（発電設備
容量）×（発電設備のエネルギー変換効率）　　式（４）
　これにより、融雪を行うことを決定する前に、次に降雪するまでの間に融雪装置による
融雪を行わなくても、将来発電することが可能となる電力量を見積もることができる。よ
って、融雪が必要ではない場合においては、融雪装置を用いた融雪を実行しないように適
切に制御することができる。
【００７９】
　〔変形例〕
　上述した構成は、ＨＥＭＳコントローラ８０からの融雪指示に応じて、電力モニタ１１
が融雪装置８５の動作を制御する構成である。しかし、これに限定されず、例えば、ＨＥ
ＭＳコントローラ８０が直接融雪装置８５に対して融雪指示を送信することにより、該融
雪装置８５を制御する構成であってもよい。
【００８０】
　また、融雪装置８５の動作を制御する制御装置として機能し得るものは、ＨＥＭＳコン
トローラ８０に限定されない。例えば、ＨＥＭＳコントローラ８０のコントローラ８３と
同様の機能を電力モニタ１１が備える構成であってもよい。この場合、電力モニタ１１が
直接融雪装置８５に対して融雪指示を送信する。あるいは、ＨＥＭＳコントローラ８０の
コントローラ８３と同様の機能をパワーコンディショナ１２が備える構成であってもよい
。この場合、パワーコンディショナ１２からの融雪指示に応じて、電力モニタ１１が融雪
装置８５の動作を制御する。
【００８１】
　さらに、融雪装置８５に通信機能を設け、融雪装置８５をルータ５０に接続することに
より、ＨＥＭＳサーバ９０から融雪装置８５に対して融雪指示を送信する構成とすること
も可能である。このように、本発明に係る太陽光発電システム１では、図１に示す構成と
同様の効果を奏する任意の構成が適用され得る。この意味において、電力モニタ１１、パ
ワーコンディショナ１２、および融雪装置８５自身などが、融雪装置８５の制御装置とな
り得る。
【００８２】
　〔ソフトウェアによる実現例〕
　ＨＥＭＳコントローラ８０の制御ブロック（特にデータ管理部８３１、融雪費算出部８
３２、予測発電量算出部８３３、および採算判定部８３４）は、集積回路（ＩＣチップ）
等に形成された論理回路（ハードウェア）によって実現してもよいし、ＣＰＵ（Central 
Processing Unit）を用いてソフトウェアによって実現してもよい。
【００８３】
　後者の場合、ＨＥＭＳコントローラ８０は、各機能を実現するソフトウェアであるプロ
グラムの命令を実行するＣＰＵ、上記プログラムおよび各種データがコンピュータ（また
はＣＰＵ）で読み取り可能に記録されたＲＯＭ（Read Only Memory）または記憶装置（こ
れらを「記録媒体」と称する）、上記プログラムを展開するＲＡＭ（Random Access Memo
ry）などを備えている。そして、コンピュータ（またはＣＰＵ）が上記プログラムを上記
記録媒体から読み取って実行することにより、本発明の目的が達成される。上記記録媒体
としては、「一時的でない有形の媒体」、例えば、テープ、ディスク、カード、半導体メ
モリ、プログラマブルな論理回路などを用いることができる。また、上記プログラムは、
該プログラムを伝送可能な任意の伝送媒体（通信ネットワークや放送波等）を介して上記
コンピュータに供給されてもよい。なお、本発明は、上記プログラムが電子的な伝送によ
って具現化された、搬送波に埋め込まれたデータ信号の形態でも実現され得る。
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【００８４】
　〔まとめ〕
　本発明の態様１に係る制御装置（ＨＥＭＳコントローラ８０）は、太陽光発電モジュー
ル１３の受光面に積もった雪の融雪に少なくとも電力を用いる融雪装置を制御する制御装
置であって、前記融雪装置が前記雪を融雪するための予測融雪費を算出し、前記太陽光発
電モジュールの発電効率に影響を与える環境条件の変動を示す予測情報を取得し、前記予
測情報に基づいて前記雪を融雪した場合に前記太陽光発電モジュールが発電する第１予測
発電量、および前記雪を融雪しなかった場合に前記太陽光発電モジュールが発電する第２
予測発電量を算出し、前記第１予測発電量と前記第２予測発電量との差分に対応する発電
量増加額が前記予測融雪費より高い場合に、前記雪の融雪を指示する。
【００８５】
　上記の構成によれば、太陽光発電モジュールの発電効率に影響を与える環境条件の変動
を示す予測情報を用いて前記第１予測発電量と前記第２予測発電量とを算出し、前記第１
予測発電量と前記第２予測発電量との差分に対応する発電量増加額が、前記予測融雪費よ
り高い場合に、前記雪の融雪を指示する。前記予測情報を用いて算出した第１予測発電量
および第２予測発電量には、例えば、現在の降雪が明朝には止み、明日は長い日照時間が
見込める場合に、太陽光発電モジュール上の積雪が自然に融け、その融けた雪の量に見合
って発電できる発電量を含めることができる。このように、予測発電量を求めるために、
例えば太陽光発電モジュールの設置場所の将来の天候などを考慮する点は、予測発電量を
求めるための環境条件として現在の照度などしか考慮しない特許文献２の発明とは大きく
異なっている。
【００８６】
　これにより、予測融雪費より高い発電量増加額が見込まれるかどうかを適切に見積もり
、融雪を指示することができる。よって、採算性に優れた融雪指示を行うことができる。
【００８７】
　本発明の態様２に係る制御装置は、上記態様１において、前記太陽光発電モジュールの
受光面に積もった雪の積雪量に関する積雪量情報を取得し、前記積雪量の雪を融雪するた
めの融雪所要時間を算出し、算出した前記融雪所要時間に、前記融雪装置が単位時間に消
費する費用を乗算することにより前記予測融雪費を算出する構成であってもよい。
【００８８】
　太陽光発電モジュールの受光面に積もった雪を融雪するためには、その積雪量に応じた
時間を要する。上記のように構成すれば、例えば、太陽光発電モジュールの受光面に積も
った雪の積雪量に関する積雪量情報を、積雪量測定装置やカメラなどを用いて、直接的に
もしくは間接的に計測することによって取得し、前記積雪量の雪を融雪するための融雪所
要時間を算出し、算出した前記融雪所要時間に、前記融雪装置が単位時間に消費する消費
電力費用を乗算することにより前記予測融雪費を算出する。これにより、融雪する対象と
なる雪の積雪量に基づいて、その雪を融雪するために要する融雪所要時間を適切に見積も
ることができる。
【００８９】
　なお、融雪を実施する度に、融雪を開始してから実際に融雪が完了するまでの時間とそ
のときの積雪量とを融雪実績データとして記憶してもよい。次回の融雪時に融雪所要時間
の算出に、過去の融雪実績データを参照すれば、より正確な融雪所要時間を算出できる。
【００９０】
　本発明の態様３に係る制御装置は、上記態様１または２において、前記予測情報が今後
の降雪を示している場合、前記融雪装置を用いた融雪が完了してから前記降雪が予測され
る時点までに見込まれる日射量の積算値を示す第１予測日射量を算出し、前記太陽光発電
モジュールが前記第１予測日射量を受光した場合に発電する電力量を第１予測発電量とし
て算出する構成であってもよい。
【００９１】
　上記の構成によれば、予測情報が今後の降雪を示している場合、融雪装置を用いた融雪
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が完了してから該降雪が予測される時点までに見込まれる日射量の積算値を示す第１予測
日射量を算出し、第１予測日射量を受光した場合に発電可能な電力量を算出する。これに
より、融雪を行うことを決定する前に、次に降雪するまでの間に融雪を行うことによって
将来発電することが可能となる電力量を見積もることができる。よって、次に降雪すると
きまでに融雪を行うことによって、発電が可能となる電力量から算出される発電量増加額
が、予測融雪費を超えないように適切に融雪装置を制御することができる。
【００９２】
　本発明の態様４に係る制御装置は、上記態様１から３のいずれかにおいて、前記予測情
報が今後の降雪を示している場合、前記融雪装置を用いることなく融雪した後に前記降雪
が予測される時点までに見込まれる日射量の積算値を示す第２予測日射量を算出し、前記
太陽光発電モジュールが前記第２予測日射量を受光した場合に発電する電力量を第２予測
発電量として算出する構成であってもよい。
【００９３】
　例えば、次に降雪するまでに気温が上昇したり、夜間に雨が降ったりする可能性もある
。このような場合には、融雪装置による融雪をせずに、自然に雪が融雪するまで待てばよ
い場合がある。上記の構成によれば、予測情報が今後の降雪を示している場合、融雪装置
を用いることなく融雪した後から前記降雪が予測される時点までに見込まれる日射量の積
算値を示す第２予測日射量を算出し、第２予測日射量を受光した場合に発電可能な電力量
を算出する。これにより、融雪を行うことを決定する前に、次に降雪するまでの間に融雪
装置による融雪を行わなくても、将来発電することが可能となる電力量を見積もることが
できる。よって、融雪が必要ではない場合においては、融雪装置を用いた融雪を実行しな
いように適切に制御することができる。
【００９４】
　本発明の態様５に係る太陽光発電システム１は、前記太陽光発電モジュールの受光面に
積もった雪の融雪に電力を用いる融雪装置、および前記態様１～４のいずれかに記載の制
御装置、を含んでいる。上記の構成によれば、前記態様１と同様の効果を奏する。
【００９５】
　本発明の態様６に係る融雪装置８５の制御方法は、太陽光発電モジュール１３の受光面
に積もった雪の融雪に少なくとも電力を用いる融雪装置の制御方法であって、前記太陽光
発電モジュールの発電効率に影響を与える環境条件の変動を示す予測情報を取得し、前記
雪を融雪するための予測融雪費を算出し、前記予測情報に基づいて前記雪を融雪した場合
に前記太陽光発電モジュールが発電する第１予測発電量、および前記雪を融雪しなかった
場合に前記太陽光発電モジュールが発電する第２予測発電量を算出し、前記第１予測発電
量と前記第２予測発電量との差分に対応する発電量増加額が前記予測融雪費より高い場合
に、前記雪の融雪を指示するようにしている。
【００９６】
　例えば、融雪装置の制御方法は、太陽光発電モジュールの受光面に積もった雪に少なく
とも電力を用いる融雪装置の制御方法であって、前記融雪装置が前記雪を融雪するための
予測融雪費を算出する融雪費算出ステップ（Ｓ１、Ｓ１０２、Ｓ１０２ａ）と、前記太陽
光発電モジュールの発電効率に影響を与える環境条件の変動を示す予測情報を取得する予
測情報取得ステップ（Ｓ２０２）と、前記予測情報に基づいて前記雪を融雪した場合に前
記太陽光発電モジュールが発電する第１予測発電量、および前記雪を融雪しなかった場合
に前記太陽光発電モジュールが発電する第２予測発電量を算出する予測発電量算出ステッ
プ（Ｓ２０４）と、前記第１予測発電量と前記第２予測発電量との差分に対応する発電量
増加額が前記予測融雪費より高い場合に、前記雪の融雪を指示する採算判定ステップ（Ｓ
４）とを含んでいてもよい。上記の構成によれば、上記態様１と同様の効果を奏する。
【００９７】
　本発明の各態様に係る融雪装置の制御装置は、コンピュータによって実現してもよく、
この場合には、コンピュータに上記制御装置の制御方法を実行させることにより、上記制
御装置の制御方法をコンピュータにて実現させる制御プログラム、およびそれを記録した
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コンピュータ読み取り可能な記録媒体も、本発明の範疇に入る。
【００９８】
　本発明は上述した各実施形態に限定されるものではなく、請求項に示した範囲で種々の
変更が可能であり、異なる実施形態にそれぞれ開示された技術的手段を適宜組み合わせて
得られる実施形態についても本発明の技術的範囲に含まれる。さらに、各実施形態にそれ
ぞれ開示された技術的手段を組み合わせることにより、新しい技術的特徴を形成すること
ができる。
【符号の説明】
【００９９】
　　１　太陽光発電システム
　１０　太陽光発電装置
　１１　電力モニタ
　１３　太陽光発電モジュール
　３０　電気事業者サーバ
　８０　ＨＥＭＳコントローラ（制御装置）
　８５　融雪装置
　９０　ＨＥＭＳサーバ
１００　天気情報配信サーバ
８３１　データ管理部
８３２　融雪費算出部
８３３　予測発電量算出部
８３４　採算判定部

【図１】 【図２】
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